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研究成果の概要（和文）：主な成果として（１）戦略的遺産動機を持っている日本人は他の日本人よりも退職前
の労働供給が多いこと、（２）資産効果により相続後に人々の労働供給が有意に減少するという結果、（３）子
どもの数（量）と教育支出（質）とトレードオフが特定な家庭において存在すること、（４）家計貯蓄に対する
家族介護の効果は，家計貯蓄の下位層では観察されないのに対して，中位層から上位層で負の効果が観察される
こと、（５）介護休業制度に離職抑止効果があること、（６）ライフサイクルにわたっての時間選好が減少する
ことが挙げられる。

研究成果の概要（英文）：The principal findings of this research project are as follows:(1) compared 
to other Japanese agents, those Japanese with strategic bequest motives supply more labour before 
they retire; (2) after receiving a bequest, people tend to work significantly less due to the asset 
effect; (3)for some Japanese households, a trade-off was found to exist between the quality and 
quantity of their children;; (4) for household savings in the lower quantiles, no effect of 
household care is observed on their household savings, but in contrast there is an effect for 
housegld savings in the middle and top quantiles: (5) the leave provisions of the long term care 
system has the effect of reducing labour turnover; and (6) over the life cycle, time preference 
tends to fall.

研究分野：家族の経済学
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研究成果の学術的意義や社会的意義
ほとんどの経済研究において時間選好は一定であると仮定される。この選好が年齢ととともに変化することを示
した本研究は、多くの既存研究に打撃に与えることが考えられる。介護保険制度を評価することに当たって介護
休業制度の役割・効果を知ることは重要であり、離職抑制効果があると本研究の結果は色々な政策含意をもたら
すはずである。特定な家族において子供の数量と質と間にトレードオフが存在するという本研究の結果は、政策
をピンポイントに行うことを示唆する。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
（１）遺産動機が人々の経済行動に与える影響に関する研究は、国を問わず、それほど多くない。
例えば、ホリオカ・新見（2017）およびNiimi and Horioka（2019）は、遺産動機が親の貯蓄
動に与える影響について、Wakabayashi and Horioka（2009）および Horioka et al.（2018）
は子の同居・介護行動に与える影響についてそれぞれ分析しているが、いずれの分析も日本に関
するデータを用いている。また、遺産動機が子の労働供給に与える影響についての分析は若干あ
るものの、親の労働供給・退職行動に与える影響に関する分析は皆無に等しい。遺産動機が親・
子双方の様々な経済行動に与える影響に関して、これまで行われていない複数の国に対する網
羅的な分析を行うことが本研究の大きな貢献である。 
 
（２）家族介護が介護者（特に女性）の就労に与える影響を分析した研究は多く存在する。この
うち、菅・梶谷（2014）は公的介護保険の導入が高学歴女性の介護時間を減少させるのに対し彼
女らの仕事時間の増加は確認されないことを指摘するなど、公的介護保険の就労促進効果を示
す分析は非常に限られる。一方で、家族介護者の離職に関する研究では、Niimi（2018）が希望
退職年齢に与える家族介護の影響を分析しているが、家族介護者の離職タイミングに着目した
分析はない。さらに、将来発生する家族介護リスクは介護者の出産行動に影響を与えるかもしれ
ない。しかし、その影響を検証する研究も存在しない。先行研究で検証されていないこれらの影
響を分析することも、本研究の大きな貢献である。 
 
２．研究の目的 
（１）本研究は、世代間の相互関係について、理論的な考察や国内外のミクロ・マクロデータを
用いて実証分析を行い、得られた結果から相続税や贈与税などといった税制や介護関連の制度
における政策的インプリケーションを提示するプロジェクトである。 
 
（２） 具体的には以下の 4つの問いに答えることを目的とする。 
①遺産動機が親・子の労働供給や貯蓄にどのような影響を与えるのか？ 
②高齢期に選好パラメータは変化するのか、またその変化により退職前後の消費・貯蓄の変化を
説明できるのか？ 
③親への介護が子の労働供給・離職タイミング・出産にどのような影響を与えるのか？ 
④Brodersen et al.（2015）による因果関係の確認手法を応用して、介護保険制度導入の政策変
更効果を確認できるか？ 
 
３．研究の方法 
（１）ホリオカは、Ventura and Horioka（2020）では、イタリア銀行が実施している Survey 
of Italian Households’ Income and Wealth（SHIW）からの個票データを用いてイタリアの無
職高齢者世帯の資産蓄積行動の決定要因について検証しており、Horioka and Ventura（2024）
では、Survey of Health, Ageing and Retirement in Europe（SHARE）からの個票データを用
いてヨーロッパ諸国の無職高齢者世帯の資産蓄積行動の決定要因について検証している。なお、
どちらの分析も遺産動機と将来の医療費・介護費などからくる予備的貯蓄の影響に焦点を当て
ている。なお、Horioka, Gahramanov, and Tang（2021）では、大阪大学社会経済研究所が実
施しているJapan Household Panel Survey on Consumer Preferences and Satisfaction（JHPS-
CPS）からの日本に関する個票データを用いて、遺産動機が人々の労働供給・退職行動に影響を
与えるかどうかに関する理論分析・実証分析を行っている。さらに、Horioka（2024）では、同
じ調査からの４ケ国（日本、アメリカ、中国、インド）に関する個票データを用いて、遺産など
のような世代間移転が資産格差にどの程度貢献しているかを明らかにしている。 
 
（２）濱秋は，慶應義塾大学『消費生活に関するパネル調査（JPSC）』を用いて，遺産相続後の
労働供給や消費の変化を分析することで，世代間資産移転が促された時，家計行動がどのように
変化するか分析した。とくに，親の介護をしていた者は，親の死亡と同時に介護が終わり労働供
給が増える可能性に着目し，これをコントロールするために，相続前に親を介護していた者とし
ていなかった者に分けて推定を行った。また，遺産動機が強いと考えられる富裕層の資産保有行
動を分析するために，国際決済銀行の Locational Banking Statisticsを用い，非居住者の金融
資産情報を各国税務当局間で自動交換するための国際的枠組みである「共通報告基準」（CRS）
導入に対してタックスヘイブンの金融機関に預けられた預金が他国に移動したか分析した。各
国居住者がタックスヘイブンに有する預金がCRS導入後にどれだけ減少したかを国別に推定し
たうえで，CRS に対するタックスヘイブンへの預金の反応に国間で異質性が見られる要因を分
析した。 
 
（３）暮石・若林は、ライフサイクル後期における選好の変化（時間割引率・リスク選好）とそ



の経済行動への影響を検証するため、高齢期における選好パラメータが定常的であるという仮
説に基づいて研究を進めた。選好の変化が消費・貯蓄行動に与える影響を実証的に捉えるため、
詳細な個票パネルデータを活用する実証分析を組み合わせた。 
 
（４） 2024年度には、上記の（３）とは別に、暮石・若林・マッケンジーは、厚生労働省「21
世紀出生児縦断調査」個票データを用いて、子どもの数と教育支出（子の質）との関係について
の分析を開始した。特に、地域ごとの教育競争の状況を考慮したうえで、いわゆる Quantity-
Quality（子どもの数と質のトレードオフ）が存在するかを検証することを目的とし、パネルデ
ータを用いた回帰分析を進めている。また、若林・暮石・マッケンジーと坂田圭（AIFS）との
協働により、この分析の拡張と国際的な共同研究の基盤形成も図っている。 
 
（５）梶谷とマッケンジーは坂田（AIFS）と、家族介護が世帯貯蓄に与える影響について研究
を進めた。家族介護が富の蓄積に与える効果は負の効果と正の効果の両方があるが、どちらの効
果が支配的かはわかっていない。本研究は家族介護と貯蓄の関係を調べる最初の試みのひとつ
である。さらに、梶谷とマッケンジーは坂田（AIFS）と、家族介護と介護者の就労との関係に
ついて研究を進めた。大規模追跡調査のデータセットを用いることで、家族の誰が要介護状態と
なり、そのことが家族構成員の就業にどう影響したかという状況の変化をとらえることができ
る。 
 
（６）日本では、家族介護を担う就業者の仕事と介護の両立支援制度として育児・介護休業法が
あるが、新見は、同法の介護離職の抑止効果を検証するため，労働政策研究・研修機構が行った
「家族の介護と就業に関する調査」からの個票データを用いて実証分析を行った。また、新見は、
女性の資産形成における結婚や世代間移転の影響を検証するため、「消費生活に関するパネル調
査（JPSC）」からの個票データを用いて実証分析を行った。通常の調査とは異なり、JPSCには、
世帯単位のみならず個人単位の保有資産に関する情報が含まれているため、女性が本人の名義
で保有している資産について分析するにあたっては、非常に適したデータだといえる。 
 
４．研究成果 
（１）ホリオカは、Ventura and Horioka（2020）においても、Horioka and Ventura（2024）
においても、イタリア・ヨーロッパ全般の無職高齢者世帯は緩やかにしか資産を取り崩しておら
ず、その主な理由は子どもに遺産を残したいと思っているからであるといった結果を得ている。
なお、Horioka, Gahramanov, and Tang（2021）では、戦略的遺産動機を持っている日本人は
他の日本人よりも退職前の労働供給が多いが、より早く退職するといった結果を得ている。さら
に、Horioka (2024)では、４ケ国（日本、アメリカ、中国、インド）すべてにおいて、遺産のよ
うな世代間移転は資産格差を拡大させ、資産格差が代々引き継がれる度合を高めているといっ
た結果を得ている。 
 
（２）濱秋は遺産相続が家計行動に与える影響の分析から，資産効果により相続後に人々の労働
供給が有意に減少するという結果を得た。一方，相続が家計消費を増やす影響は見られなかった。
また，労働供給減少の主なメカニズムは，働いている人が労働時間を減らすのではなく，労働市
場からの退出であることが分かった。この研究成果は，井深陽子氏との共著論文“The Effect of 
Inheritance Receipt on Labor Supply: A Longitudinal Study of Japanese Women”として，
The B.E. Journal of Economic Analysis & Policyに掲載された（2024年度）。 
 
また，濱秋は富裕層の資産保有行動の分析から，CRS 導入が各国居住者のタックスヘイブンへ
の預金に与えた影響に異質性があるという結果を得た。資産課税の負担が重い国はそうでない
国と比べて CRS導入後の預金の減少が有意に大きいことから，資産課税を免れるためにタック
スヘイブンに隠されていた資産が CRS導入後に他国に移動した可能性が示唆される。この研究
成果は，「共通報告基準（CRS）が各国居住者のタックスヘイブンを利用した脱税に与えた影響
の異質性」と題する論文として，『会計検査研究』に掲載された（2024年度）。 
 
（３）暮石・若林は、ライフサイクルにおける選好パラメータの変化（時間割引率・リスク選好）
と経済行動との関係に着目し、大阪大学「暮らしの好みと満足度についてのアンケート」および
慶應義塾大学「日本家計パネル調査（JHPS/KHPS）」を用いて、ライフサイクルにわたっての
時間選好の変化とその背景要因に関する分析を行った。この研究成果は、H. Paule-Paludkiewicz、
H. Tsujiyama との共著により論文 "Time preferences over the life cycle" としてまとめられ、
Journal of Monetary Economics に掲載された（2021年度）。 
 
2022年度以降は研究対象を拡張し、厚生労働省「21世紀出生児縦断調査」個票データを用いて、
子どもの数（量）と教育支出（質）との関係を分析するプロジェクトを新たに開始した。特に、
地域の教育競争の状況を考慮に入れた上で、数量・質トレードオフ（Quantity-Quality Trade-
off）の存在を検証するための実証分析を進めた。若林・暮石・マッケンジー・坂田圭（AIFS）
との国際共同研究体制のもと、複数年度にわたりパネル構造を活かした分析を行っており、出



生・育児期における教育支出行動に関する新たな知見の蓄積が進んでいる。 
 
こうした一連の研究により、本研究課題が掲げる「（高齢期の）選好変化」と「家族形成・子育
て期における経済的意思決定」の 2つの異なるライフステージにおける（行動）経済学的課題に
対し、実証面からの貢献を果たすことができた。 
 
（４）梶谷とマッケンジーは坂田（AIFS）と、オーストラリアのHousehold, Income and Labour 
Dynamics in Australia Surveyのパネルデータを用いて、夫婦や単身者が行う家族介護が家計
貯蓄にどの程度影響するかを分析した。分位点回帰モデルを使って分析した結果、家計貯蓄に対
する家族介護の効果は、家計貯蓄の下位層では観察されないのに対して、中位層から上位層で負
の効果が観察されることを示した。この研究成果は論文にまとめられ、Applied Economicsに掲
載された（2021年度）。 
 
加えて、梶谷とマッケンジーは坂田（AIFS）と、日本の「中高年者縦断調査」のパネルデータ
を用いて、親との同居・別居の違いを考慮しながら親の介護がその子どもの労働供給に与える影
響を分析した。親の介護必要性の情報を親の介護に対する操作変数とした固定効果モデルを使
って分析した結果、高齢男性は親と同居する場合のみ親の介護によって労働供給を減らすのに
対して、高齢女性は同居の有無に関わらず労働供給を減らすことを示した。この研究に関連して、
梶谷は高齢者の雇用機会の確保に関する研究を論文としてまとめ、『日本労働研究雑誌』に掲載
された（2021年度）。 
 
（５）新見は、育児・介護休業法の介護離職の抑止効果について検証し、同法で義務づけられて
いる様々な仕事と介護の両立支援制度のうち、介護休業制度（就業者が、介護を必要とする対象
家族１人当たりに対し、通算 93 日まで、3 回を上限として介護休業を分割して取得できる制度）
に離職抑止効果があることを示した。この研究成果をまとめた論文は Journal of the Japanese 
and International Economies（2021年度）に掲載された。 
 
また、新見は、日本における結婚や世代間移転が女性の資産形成に及ぼす影響について検証し、
他国で確認されている結婚による資産プレミアムが日本では確認されないことを明らかにした。
他方、親からの世代間移転は、女性の資産形成にプラスの影響を及ぼすことが示された。これら
の研究成果をまとめた論文は Demography（2022年度）に掲載された。 
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